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　この研究の目的は、明治政府が集権化政策を実施す
るにあたり、前提となるべき地方情勢の把握をどのよ
うに行い、収集した情報をどのように分析し、それら
が政策形成においていかなる影響を及ぼしたかという
構造について、明らかにすることにある。まず目標と
したのは、政府の派出官員による復命書、明治前期の
情報機関である太政官監部に集積された密偵報告、地
方官からの答申、主要な政治家の往復書翰、官民各方
面からの建白書、マスメディアの報道などを通じ、当
時の政府首脳が把握したであろう、地方の全般的状況
を具体化することだった。第二に、集められた情報の
内容と比重の推移を分析することを意図した。すなわ
ち、どの時期にいかなる情報が重視されたのかを検証
しようとした。そして、政府首脳のもとに集積された、
こうした地方の情報がどのようなかたちに現状分析さ
れ、それが中央の政策形成にどのようなフィードバッ
クをもたらし、それが地方制度の修正や地方長官の人
事異動など、地方の統治にどの程度の影響を与えたの
かを具体化していこうとした。
　2005年度の調査は、国立公文書館の「公文録」など
に含まれる府県長官の上申書や官員復命書、密偵報告、
探索書のほか、国会図書館憲政資料室所蔵の大久保利
通関係文書、伊藤博文関係文書、井上馨関係文書、三
島通庸関係文書、樺山資紀関係文書、東京大学史料編
纂所所蔵の神宮文庫三条家文書を閲覧した。また、京
都府・熊本県・佐賀県などで府県庁文書を中心に史料
調査を行った。ただ、中央官庁や政治指導者、府県庁
のもとに集積された情報は当初の想定よりはるかに膨
大で内容も多様あり、研究期間内で地方情報の全容を
具象化するには到らなかった。したがって、研究成果
報告書においては、佐賀の乱を素材に情報収集と政策
決定の連関を論じた。
　佐賀の乱は、参議として政権の中枢に立ったことの
ある人物が「首魁」となる士族反乱の嗜矢である。徴
兵令施行以降に鎮台兵がはじめて本格的な実戦に動員
された点も注目される。さらに、藩の常備兵により鎮
圧された長州藩諸隊の脱隊騒動や、事前摘発だった久
留米藩明四事件など、廃藩置県以前の反乱とは段階を
異にしている。また、電信や汽船など最新の技術が駆
使された点においても、戊辰戦争に比べて戦争の形態
に変容がみられる。このように、佐賀の乱は多くの意
味で画期をなす内乱だった。大久保利通らは林友幸内
務大丞の視察報告にもとついて佐賀県に対する情勢判
断を下したが、大隊規模のみの先遣隊派遣は、熊本鎮
台司令長官の谷干城が農民一揆と同様の対処だと批判
するように拙速の面があり、電報による鎮圧命令も佐
賀士族が先に入手するという錯綜をもたらした。電信
線の経路から離れた地区と東京の通信は時間的ずれを
生み、短文の文面という電報の制約から、中央と現場
に行き違いをもたらす場合も少なからずあった。熊本
鎮台兵の潰走が伝えられる中、近隣各県の地方長官た
ちは情報が届かないので独自に情報を収集したり、士
族の統制に努める。政府は東京・大阪両鎮台および海
軍陸戦隊を急派して佐賀県庁を奪回し、裁判も短期に
決着させたが、一歩を誤れば政権崩壊の危険性もあっ
た。佐賀の乱の教訓をもとに、西南戦争においては、
地方官との連絡、電信や汽船の活用、暗号の使用、密
偵の派遣、交通・通信の封鎖、報道統制はより整備さ
れたものとなり、情報はさらに高度に利用されることと
なる。
　なお、本研究の骨子は拙稿「佐賀の乱と情報」（佐々
木克編『明治維新期の政治文化』、思文閣出版、2005年
9月）および拙著『西郷隆盛と士族』第4章（吉川弘文
館、2005年10月）に反映させた。
